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刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例の制定について 概要 

 

１ 条例の趣旨 

「刑法等の一部を改正する法律（令和４年法律第６７号）」による「刑法」の一部改正（令和４年６月１７日公布、令和７年６月１日施行）に伴い、

関係条例の整理を行うもの 

 

２ 刑法の一部改正の内容 

罪を犯した者について、きめ細やかな指導、支援等による改善更生及び再犯防止に向けた処遇の充実を推進する観点から、自由の剥奪を内容とする刑

罰について、刑務作業が強制される懲役及び刑務作業が強制されない禁錮の刑が単一化され、新たな刑として、必要な作業を行わせ、又は必要な指導を

行うことができる拘禁刑が創設された。 

 

表１ 刑法の改正例（第９条） 

改正前  改正後 

死刑、懲役、禁錮、罰金、拘留及び科料を主刑とし、没収を付加

刑とする。 

 死刑、拘禁刑、罰金、拘留及び科料を主刑とし、没収を付加刑と

する。 

 

３ 関係条例の改正内容 

次に掲げる関係条例において、罰則として定める懲役の刑を、拘禁刑に改める整理を行う。 

  関係条例のうちまちづくり局が所管する条例 

 （１）川崎市斜面地建築物の建築の制限等に関する条例 

 （２）川崎市建築行為及び開発行為に関する総合調整条例 

 

４ 施行期日 

令和７年６月１日から施行する。 
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資料１



 

刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例のうちまちづくり局が所管する条例の改正内容 

 

１ 川崎市斜面地建築物の建築の制限等に関する条例 

川崎市斜面地建築物の建築の制限等に関する条例では、第１６条において、市長の命令に違反した者に対して罰則規定を設けている。 

今回の刑法の一部改正により、条例で罰則として定める懲役の刑を、拘禁刑に改めることとする。 

 

表２ 川崎市斜面地建築物の建築の制限等に関する条例（第１６条） 

改正前  改正後 

第11条の規定による市長の命令（第10条第２号の勧告に係るものに

限る。）に違反した者は、６月以下の懲役又は500,000円以下の罰金

に処する。 

 第11条の規定による市長の命令（第10条第２号の勧告に係るものに

限る。）に違反した者は、６月以下の拘禁刑又は500,000円以下の罰

金に処する。 

 

 

 

２ 川崎市建築行為及び開発行為に関する総合調整条例 

川崎市建築行為及び開発行為に関する総合調整条例では、第３５条において、市長の命令に違反した者に対して罰則規定を設けている。 

今回の刑法の一部改正により、条例で罰則として定める懲役の刑を、拘禁刑に改めることとする。 

 

表３ 川崎市建築行為及び開発行為に関する総合調整条例（第３５条） 

改正前  改正後 

第33条の規定による市長の命令に違反した者は、６月以下の懲役又 

は500,000円以下の罰金に処する。 

 第33条の規定による市長の命令に違反した者は、６月以下の拘禁刑 

又は500,000円以下の罰金に処する。 
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資料２



 

川崎市斜面地建築物の建築の制限等に関する条例 新旧対照表 

 

改正後 改正前 

○川崎市斜面地建築物の建築の制限等に関する条例 ○川崎市斜面地建築物の建築の制限等に関する条例 

平成16年６月24日条例第27号 平成16年６月24日条例第27号

（斜面地対象行為の計画の確認） （斜面地対象行為の計画の確認） 

第４条 斜面地対象行為者は、斜面地対象行為を行おうとするときは、あら

かじめ、規則で定めるところにより、その計画が次条各号に掲げる基準に

適合するものであることについて、確認の申請書を提出して、市長の確認

を受けなければならない。この場合において、当該確認は、次の各号に掲

げる斜面地対象行為の区分に応じ、当該各号に定める日までに受けるよう

努めなければならない。 

第４条 斜面地対象行為者は、斜面地対象行為を行おうとするときは、あら

かじめ、規則で定めるところにより、その計画が次条各号に掲げる基準に

適合するものであることについて、確認の申請書を提出して、市長の確認

を受けなければならない。この場合において、当該確認は、次の各号に掲

げる斜面地対象行為の区分に応じ、当該各号に定める日までに受けるよう

努めなければならない。 

(１) 都市計画法第29条第１項に規定する許可を要する開発行為に該当す

るもの 当該許可の申請を行う日 

(１) 都市計画法第29条第１項に規定する許可を要する開発行為に該当す

るもの 当該許可の申請を行う日 

(２) 都市計画法第29条第１項に規定する許可を要しない開発行為で規則

で定めるものに該当するもの 規則で定める日 

(２) 都市計画法第29条第１項に規定する許可を要しない開発行為で規則

で定めるものに該当するもの 規則で定める日 

(３) 前２号に掲げるもの以外のもの 法第６条第１項若しくは第６条の

２第１項に規定する確認の申請又は法第18条第２項若しくは第４項の規 

定による計画の通知を行う日 

(３) 前２号に掲げるもの以外のもの 法第６条第１項若しくは第６条の

２第１項に規定する確認の申請又は法第18条第２項若しくは第４項の規

定による計画の通知を行う日 

２ 市長は、前項の規定による申請があった場合において、次条各号に掲げ

る基準に適合していることを確認したとき又は適合しないことを認めたと

きは、その旨を斜面地対象行為者に通知するものとする。 

２ 市長は、前項の規定による申請があった場合において、次条各号に掲げ

る基準に適合していることを確認したとき又は適合しないことを認めたと

きは、その旨を斜面地対象行為者に通知するものとする。 

（斜面地対象行為の計画の確認の基準） （斜面地対象行為の計画の確認の基準） 

第５条 斜面地対象行為の計画の確認の基準は、次に掲げるものとする。 第５条 斜面地対象行為の計画の確認の基準は、次に掲げるものとする。 

(１) 盛土を行わないとしても法及び法に基づく条例の規定による建築物

の容積率並びに都市計画で定める高度地区における建築物の高さに関す

る制限に適合していること。 

(１) 盛土を行わないとしても法及び法に基づく条例の規定による建築物

の容積率並びに都市計画で定める高度地区における建築物の高さに関す

る制限に適合していること。 

(２) 次の表の左欄に掲げる隣地境界線の位置に応じ、当該位置からそれ

ぞれ同表の右欄に掲げる斜面地建築物の部分等（地盤面下にあるものそ

(２) 次の表の左欄に掲げる隣地境界線の位置に応じ、当該位置からそれ

ぞれ同表の右欄に掲げる斜面地建築物の部分等（地盤面下にあるものそ
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資料３



 

改正後 改正前 

の他規則で定めるものを除く。）までの距離が４メートル以上であるこ

と。この場合において、当該位置が公園（都市公園法施行令（昭和31年

政令第290号）第２条第１項第１号に規定する都市公園を除く。）、広場、

水面その他これらに類するものに接するときは、当該位置は、その公園、

広場、水面その他これらに類するものの幅の２分の１だけ外側にあるも

のとみなす。 

の他規則で定めるものを除く。）までの距離が４メートル以上であるこ

と。この場合において、当該位置が公園（都市公園法施行令（昭和31年

政令第290号）第２条第１項第１号に規定する都市公園を除く。）、広場、

水面その他これらに類するものに接するときは、当該位置は、その公園、

広場、水面その他これらに類するものの幅の２分の１だけ外側にあるも

のとみなす。 

 隣地境界線の位置 斜面地建築物の部分等   隣地境界線の位置 斜面地建築物の部分等  

 敷地の最も低い部分の高さから当

該部分と斜面地建築物が周囲の地

面と接する位置で最も高い部分と

の高さの差の３分の１の高さまで

にある隣地境界線の位置 

斜面地建築物の外壁又はこれに代

わる柱の面 

  敷地の最も低い部分の高さから当

該部分と斜面地建築物が周囲の地

面と接する位置で最も高い部分と

の高さの差の３分の１の高さまで

にある隣地境界線の位置 

斜面地建築物の外壁又はこれに代

わる柱の面 

 

 斜面地建築物以外の建築物の外壁

又はこれに代わる柱の面 

  斜面地建築物以外の建築物の外壁

又はこれに代わる柱の面 

 

 擁壁以外の工作物   擁壁以外の工作物  

 擁壁（盛土に接する部分に限る。）  擁壁（盛土に接する部分に限る。） 

 上記以外の隣地境界線の位置 斜面地建築物の外壁又はこれに代

わる柱の面（盛土に接する部分に

限る。） 

  上記以外の隣地境界線の位置 斜面地建築物の外壁又はこれに代

わる柱の面（盛土に接する部分に

限る。） 

 

 斜面地建築物以外の建築物の外壁

又はこれに代わる柱の面（当該建

築物の外壁又はこれに代わる柱の

面が盛土に接する場合に限る。） 

  斜面地建築物以外の建築物の外壁

又はこれに代わる柱の面（当該建

築物の外壁又はこれに代わる柱の

面が盛土に接する場合に限る。） 

 

 擁壁以外の工作物（当該工作物が

盛土に接する場合に限る。） 

  擁壁以外の工作物（当該工作物が

盛土に接する場合に限る。） 

 

 擁壁（盛土に接する部分に限る。）  擁壁（盛土に接する部分に限る。） 

（工事の着手の制限） （工事の着手の制限） 

第８条 斜面地対象行為者及び斜面地対象行為に係る工事の請負人（請負工

事の下請人を含む。以下同じ。）は、斜面地対象行為者が第４条第２項の

確認の通知を受けた日以後でなければ、斜面地対象行為に係る工事に着手

してはならない。 

第８条 斜面地対象行為者及び斜面地対象行為に係る工事の請負人（請負工

事の下請人を含む。以下同じ。）は、斜面地対象行為者が第４条第２項の

確認の通知を受けた日以後でなければ、斜面地対象行為に係る工事に着手

してはならない。 
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改正後 改正前 

２ 斜面地対象行為者及び斜面地対象行為に係る工事の請負人は、斜面地対

象行為の計画の変更（第６条第１項ただし書に規定する軽微な変更を除

く。）について同条第２項において準用する第４条第２項の確認の通知を

受けた日以後でなければ、当該変更に係る工事に着手してはならない。 

２ 斜面地対象行為者及び斜面地対象行為に係る工事の請負人は、斜面地対

象行為の計画の変更（第６条第１項ただし書に規定する軽微な変更を除

く。）について同条第２項において準用する第４条第２項の確認の通知を

受けた日以後でなければ、当該変更に係る工事に着手してはならない。 

（勧告） （勧告） 

第10条 市長は、次に掲げる場合には、斜面地対象行為者又は斜面地対象行

為に係る工事の請負人に対し、斜面地対象行為に係る工事を停止し、又は

相当の期限を定めて必要な措置を講ずるよう勧告することができる。 

第10条 市長は、次に掲げる場合には、斜面地対象行為者又は斜面地対象行

為に係る工事の請負人に対し、斜面地対象行為に係る工事を停止し、又は

相当の期限を定めて必要な措置を講ずるよう勧告することができる。 

(１) 第８条の規定に違反して、斜面地対象行為に係る工事に着手したと

き。 

(１) 第８条の規定に違反して、斜面地対象行為に係る工事に着手したと

き。 

(２) 斜面地対象行為に係る工事に係る建築物等又は土地が第５条各号に

掲げる基準に適合していないと認めるとき。 

(２) 斜面地対象行為に係る工事に係る建築物等又は土地が第５条各号に

掲げる基準に適合していないと認めるとき。 

（命令） （命令） 

第11条 市長は、前条の規定による勧告を受けた者が当該勧告に従わないと

きは、その者に対し、斜面地対象行為に係る工事を停止し、又は相当の期

限を定めて必要な措置を講ずるよう命ずることができる。 

第11条 市長は、前条の規定による勧告を受けた者が当該勧告に従わないと

きは、その者に対し、斜面地対象行為に係る工事を停止し、又は相当の期

限を定めて必要な措置を講ずるよう命ずることができる。 

（罰則） （罰則） 

第16条 第11条の規定による市長の命令（第10条第２号の勧告に係るものに

限る。）に違反した者は、６月以下の拘禁刑又は500,000円以下の罰金に処

する。 

第16条 第11条の規定による市長の命令（第10条第２号の勧告に係るものに

限る。）に違反した者は、６月以下の懲役又は500,000円以下の罰金に処す

る。 
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川崎市建築行為及び開発行為に関する総合調整条例 条例新旧対照表 

 

改正後 改正前 

○川崎市建築行為及び開発行為に関する総合調整条例 ○川崎市建築行為及び開発行為に関する総合調整条例 

平成15年７月４日条例第29号 平成15年７月４日条例第29号

（承認） （承認） 

第20条 対象事業者は、対象事業を行おうとするときは、市長の承認を受け

なければならない。この場合において、対象事業が次の各号のいずれかに

該当するときは、当該各号に掲げる日までに承認を受けるよう努めなけれ

ばならない。 

第20条 対象事業者は、対象事業を行おうとするときは、市長の承認を受け

なければならない。この場合において、対象事業が次の各号のいずれかに

該当するときは、当該各号に掲げる日までに承認を受けるよう努めなけれ

ばならない。 

(１) 建築行為 建築基準法第６条第１項若しくは第６条の２第１項に規

定する確認の申請又は同法第18条第２項若しくは第４項の規定による計

画の通知を行う日 

(１) 建築行為 建築基準法第６条第１項若しくは第６条の２第１項に規

定する確認の申請又は同法第18条第２項若しくは第４項の規定による計

画の通知を行う日 

(２) 都市計画法第29条第１項に規定する許可を要する開発行為 当該許

可の申請（同法第34条の２第１項に規定する協議にあっては、協議の申

出）を行う日 

(２) 都市計画法第29条第１項に規定する許可を要する開発行為 当該許

可の申請（同法第34条の２第１項に規定する協議にあっては、協議の申

出）を行う日 

(３) 都市計画法第29条第１項に規定する許可を要しない開発行為で規則

で定めるもの 規則で定める日 

(３) 都市計画法第29条第１項に規定する許可を要しない開発行為で規則

で定めるもの 規則で定める日 

（対象事業の変更） （対象事業の変更） 

第24条 対象事業者は、第20条の承認を受けた対象事業を変更しようとする

ときは、規則で定めるところにより、市長の承認を受けなければならない。

ただし、規則で定める軽微な変更については、この限りでない。 

第24条 対象事業者は、第20条の承認を受けた対象事業を変更しようとする

ときは、規則で定めるところにより、市長の承認を受けなければならない。

ただし、規則で定める軽微な変更については、この限りでない。 

２ 対象事業者は、前項ただし書に規定する軽微な変更をしようとするとき

は、規則で定めるところにより、あらかじめ、市長に届け出なければなら

ない。 

２ 対象事業者は、前項ただし書に規定する軽微な変更をしようとするとき

は、規則で定めるところにより、あらかじめ、市長に届け出なければなら

ない。 

３ 第１項の規定により承認を受けようとする対象事業者は、変更後の対象

事業についてこの条例に基づく手続を再度行わなければならない。ただし、

市長が必要でないと認めるときは、その手続の一部を行わないことができ

る。 

３ 第１項の規定により承認を受けようとする対象事業者は、変更後の対象

事業についてこの条例に基づく手続を再度行わなければならない。ただし、

市長が必要でないと認めるときは、その手続の一部を行わないことができ

る。 
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資料４



 

改正後 改正前 

４ 市長は、対象事業者が前項の規定により行わなければならないこととさ

れた手続を終了したと認めるときは、対象事業の変更を承認しなければな

らない。 

４ 市長は、対象事業者が前項の規定により行わなければならないこととさ

れた手続を終了したと認めるときは、対象事業の変更を承認しなければな

らない。 

５ 市長は、第１項の承認をしたときは、その旨を対象事業者に通知するも

のとする。 

５ 市長は、第１項の承認をしたときは、その旨を対象事業者に通知するも

のとする。 

６ 対象事業者は、第１項の承認を受けたとき、又は第２項の規定による届

出を行ったときは、当該承認を受け、又は届出を行った対象事業の内容に

従い、標識の記載事項について必要な修正をしなければならない。 

６ 対象事業者は、第１項の承認を受けたとき、又は第２項の規定による届

出を行ったときは、当該承認を受け、又は届出を行った対象事業の内容に

従い、標識の記載事項について必要な修正をしなければならない。 

（工事の着手の制限） （工事の着手の制限） 

第27条 対象事業者及び対象事業に係る工事の請負人（請負工事の下請人を

含む。次条を除き、以下同じ。）は、対象事業者が第20条の承認を受けた

日以後でなければ、対象事業に係る工事に着手してはならない。 

第27条 対象事業者及び対象事業に係る工事の請負人（請負工事の下請人を

含む。次条を除き、以下同じ。）は、対象事業者が第20条の承認を受けた

日以後でなければ、対象事業に係る工事に着手してはならない。 

２ 対象事業者及び対象事業に係る工事の請負人は、対象事業者が対象事業

の変更（第24条第１項ただし書に規定する軽微な変更を除く。）について

同項の承認を受けた日以後でなければ、当該変更に係る工事に着手しては

ならない。 

２ 対象事業者及び対象事業に係る工事の請負人は、対象事業者が対象事業

の変更（第24条第１項ただし書に規定する軽微な変更を除く。）について

同項の承認を受けた日以後でなければ、当該変更に係る工事に着手しては

ならない。 

（勧告） （勧告） 

第32条 市長は、第27条第１項又は第２項の規定に違反した対象事業者又は

対象事業に係る工事の請負人に対し、対象事業に係る工事を停止し、又は

相当の期限を定めて必要な措置を講ずるよう勧告することができる。 

第32条 市長は、第27条第１項又は第２項の規定に違反した対象事業者又は

対象事業に係る工事の請負人に対し、対象事業に係る工事を停止し、又は

相当の期限を定めて必要な措置を講ずるよう勧告することができる。 

（命令） （命令） 

第33条 市長は、前条の規定による勧告を受けた者が当該勧告に従わないと

きは、その者に対し、対象事業に係る工事を停止し、又は相当の期限を定

めて必要な措置を講ずるよう命ずることができる。 

第33条 市長は、前条の規定による勧告を受けた者が当該勧告に従わないと

きは、その者に対し、対象事業に係る工事を停止し、又は相当の期限を定

めて必要な措置を講ずるよう命ずることができる。 

（罰則） （罰則） 

第35条 第33条の規定による市長の命令に違反した者は、６月以下の拘禁刑

又は500,000円以下の罰金に処する。 

第35条 第33条の規定による市長の命令に違反した者は、６月以下の懲役又

は500,000円以下の罰金に処する。 
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